
第 箆号̂様式 (1)一 ①

(単体発注・事後藩査■)

郵覇港管理辣h合一般競争入札公告第86号

地方自治法 (昭和E2年法律第67好^)第 E34:条 第 1項の規定に友り、 卜般競争入本L(以下「入卒Lど というど)

を次のとおり実施する。

今和6年9月 41口
郎幾蘊
轡電線各那朝港管取漁h合管理者 工城 蓑帝

1 人本とに付する事項 悸蛾麟絵
(1) 業 名務 那覇港現場技術業務萎託 (R6-3)

(2) 稜 行 場 所 膏る覇港全城

(3) 業 務 内 容 ガh覇港におけるT事の■場笈術業務委託

(4) 曖   行   期   間 契約締結日の翌日から令奉H7年 3月 31日 まで

18,640,000円 (税込)(5) 設 計 金 額

(6) 資 格 審 査 方 法 事後審査型 ※本業洛イま、競争参力‖査棒の審査を入|と執行後に行う。

(7) 最
/氏 制 段 極 格

本入札案件は、最低制限価格が設定さ瀬フているため、最低制限価格未満の人札監は

落札者 となるこ差ができない。
※ 「郎覇港管理組合が発注するこ設工事等に係 る最低詩1跛価格取扱要領●

(httlDS://nahaport.こ p/心 usttnt― ss/contra【‐t/)               、

(8) 適 用 す る 技 術 者 華 価

※本業務の予定編格は左記に示す設計業務姿託等技術者単価

を適痺 して積算 してお り、入札参力牌者tま 同単値を適用 して見
令和6年3蜀 設計業務
姿託等技術者単価

積ηを行い入札することニ

議会議決

本業務球、議会,〕議決に付―すべき契約及び財産の収得 )(は処分
に関する条

“

1第 2条の規どに基づき崇議会の同意の議決を要す

るため、痣札決定後は仮契約を締結 tマ′、議会の同意の議決を経
て通知したときに本契約となる。

準備手続き
(予算成立甫1)

本季統きは、次年度当初 (補正)予算政立を前提とした年度開

始 (予算成立)白をから,う準備手続きで茂)り 、予算成立後に射カ
を生じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)予算
案が否決された場合燃く契約を締結 tマンない。また、次年度当初
等欝二)予算成立後においても、制度文出金に孫る交付中議等

み手続きの関係 と、入
=と

を延期する場合があると

準備手続き

(交付決定前)

本手続きは、憂庫支出全に係 る予算使用を前掘とした事前準備
手続きであ り、交付★芝後ここ勃力を生 じる事業である。従つ

て、交付申請等の手続きの関係 とこ入札を廷期する場合があ

る。

準備手続き

(繰越承認前)

本手続きは、議会における繰越承認を前発 とした事前拳備季統

きであり、議会承認後に効ノJを 生 じる事業である。従―ノて、議

会において本業務に係る予算の繰越承認が否炭さ漁,た場 許は、

入本とを廷期叉は中 1に することがある。また、予算の繰越承認後

においてく)、 lll庫文盤金 tこ孫 る繰越 (翌憤)手続きの欝係上、
入札を延期する場合がある。

9( )

そ の 他 適 用 の あ る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、右表の う

ち、⑤E口 を付 した制度等の

適用がある。 )

債務像担オす為業務
本業務 |ま 、償務負担行為に係心契約の特員1の迫癖を受ける業務
である。
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2 入札参
'Jll資

】各

次にどめる要件をすべて満たとンている狛
^資

格業者であることっ

業

務
実

(と ) 業 種 区 分 土木 Fフ
`弓係コンサルタン ト

那窃港管理越合の測量・建設コン'ど ア`レタン ト等業登録業

者ネ簿 |こ おいて、片記の番鎌を有するものc

(2)

劇重・建設章ン■ルアン ト

筆入札参加資格⌒簿革録年
度

令和6'7年度

(3) 登 録 業 種
港湾及び空港   かr)

施工計世i施工設備及び績算

(4) 地方詞治法施荷令第16子条の1の規定に該当とンない者であること。

(5) 人オと爾から当該姿徹の本札決定日までの商において、釧〔朝港管理組合の指峯停止措置を受:|て いないことっ

(6)
会社更生法に基づき更生手続き開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の中立

てがなさを1,て いる者 (手続き開始の決定後、人札参加査格の再認さを受けている者を除〈c)で ,ま 豪いこと|.

(7)
警墓半局から、恭ブJ園員が実質備|こ経営を支配する建設業者又はこれに準

｀
,式 るものとと/て、那覇港智J・二とキ「含養

注再事等からの排除要請があり、当該状かとが継続し′ている斎でないこ:f.

(3)

入札に参加 しようとする者の麗t以下lアウ基準のいずれかに該当する関係がないこと.

なお、以 ドの関係がある場合に、詳選する荷を決めるた夏)〔こ当事狩間で連絡を敢ることt二 、那義港管理駐合競争

契約入札心伴第 3条嘉 E項の規定tこ 抵姓するものではない。              マ

ア 資本関係
次のいずれかに該当する■者の場合.

(a)子会社等 (会社法 (平成17年法律第36零→第 2粂第 3/′^の 2に規定する子会社等をいう。以 ド琵じ。)

と親会社等 (同条第4号の芝に規定する親会社等をいう。以下回じ。)の 関係ことある場合

(b)魂会社等を同じくする子会社等同士の頚係 tこ ある場合  
‐

イ 人的関係

次のいずれかに該当するこ者の場合。ただし、 (a)|こついては、会社等 (会社法施行規則〔平成 18年法務

省令第18秘 毎 2条第 3項第 2考 に規定する会社等をい うち以 ド同じっ)の
‐方が民事再生法 (平成群年

法律第225号)第 2条第4号 :こ規定するlJl卜生手続が存続中の会社等又は更生会社 (会 社更生法 (平成14年

法律第154号)第 2条第 7項に規定する更生会社をい う。)である場合を除く!

(a)二^方の会社等の投虫 (会社法施行規貝J第 2条葬 3項第 3号 |こ規定する投員の うち、次に掲 iザ る者を

い う。以 下買じ.)が 、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合

ニユ株式会社の取締役。ただ とン、次に掲げる者を除くc

③会社法第2条第 1と おの2とこ規定する独本等委員会設輩会社たおとづる監査等委員である取締役

②会社法第 2条第 12号に規定する指′
rl委員会等設置会社にお :す る取締役

③会社法第 2条第15号・に規定する社外取締役

④会社法第348条第 二項に規定する定款に男|1段の定めがある場合とこより業務を執行 しないことと

されていろ取締役

2)会社法第10之条に規定する補ネ委員会等設置会碓の執行役

3)会社法第575条第 1項に規定する持分会社 (合名会社、合資会社又|ま 合同会社をいうり)の社員

(爾法第390条第 二項|こ 規定する定款に月il段 の定玲がある場合により業務を執行 とマ′ないこととさオ1,

ている社長を除く。)

4)組合の理事

5)そ の他業務を執イ〒する者であつて、 1)か ら4)ミ でに,あ げる者に準ずる帝

〔ち〕上方の会社等の投員が、他方の会社等の民亭再生法壽64条第2項 又は会社更生法第67条葬 1項の規定に

より選任され,た管財人 (以 下■に管財人というっ)を現に兼ねている場合

(c,^方 の会社等の笹'財人が、他方の会社等の管財人を現に束ね
~ご いる場合

ウ その他の入́札の道正さが田害さまテると認めら漁yる 場合

組合 (共 卜ll企業体を含むぃ)と そ⇒籍歳員が卜ll一 lア )入卒とここ参加 している場合その他 ri祀 ァ又はイと潤祝
と/う る資本関係又は人的関係カミあると認められる場合G

(9) 地 域 要 件
郵朝吋f、 浦添荘f、 ふ満鷲f、・豊見城荘、前城 帯f、 前鳳原町、人重瀬町、与那原臣丁、笛:野湾

言、プモi原町内|こ本店があること。

対  象  期  間
白 平成全6年41月 1日 本記の期聞角ここ下記の対象業務を講負い、完歳 ,引旋 しが

完 rとィた業務実績を有すること。至  令下H6年9月 19日

対  象  委
日・県 `市輝

]‐村 ・ 嘉冷 体で構成 されフた潮 倉等 が養 4した土本一式 二手の現妨技術栗

務

(10)

績
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(11)

配
世
予
定
技
術
者

や鋳 考

次に掲げる要件を満たす管逃技村者及な操半枝

“

者を半該業務に膏I置することができ
ることG

(ア )下記に揚げるいずれかの資格を有することぃ

0技術士 (総合技術監テ田¬
`F写

:建設謝
`Fl科

日)又は (建設部門)

②一級土本施工管理技士  ‐

④RCCMttiま RC朝と同等の推力を有する精 (技術士常ゝμ日と同様のこ設部門:こ限る)

④発注者が と記③～③とH等でた)る と認めた者

〔イ)(10)に揚げる業務実績を1件以上有していること

(12) 取 抜 け 案 件

以下の業務を藩札 した者は、本業務の落札者 となることfま できない。

・那蔑港現場技術業秘姿託 (R6-4)

(令不¶6年 9月 4‖ 那覇港管遊組合一般競争入札公告第35号 )

8 設計図書等の配布、質 F「輔及び回答

4 査格確認 中講書等の提出

設 計 図 普 等 の 斎こ布

期 問 自 令和6年 9月 4藤  (本 ) 圭 令和6年 91用 19層  (本 )

白己 綸f 方  法 那覇港管理細合ホームベ‐̂ジ にて配布するぅ (1:ttpSイ /nahaport jp/)

配 布 場 所
。

問 い か せ 先

郵覇市遇遊‖〕2番 1号  3階
ぷ零港管理組合 総務部 総務諜 財務班

電話 09チ 86と
=578

質 問 ・ 回 答 期 間 等

(1)人札・契約手

続 に関 す るこ と

刃卜薪 F笹通士髯
1‐ 2香 1号  3階

弼
`覇

港管理栞盈合 総務部 総務課 財務班

翼豊古舌 098-868-25子 3     FAX Op3_363■ 2629

(2)li記 (1)以 外

に 関 す る こ と

那覇市通量 ll「
l‐ 2番 1号  2階

ぷ薪港管理組ノ、 企語,建設報
` 

計面建設諜

属三言舌  098,868-0386

提 農 鞘 間
麹 令耳博6年 9月 4日  (ふ)  ～  猾 令和6年 9月 13日  (企 )

と記耕間の土 日及び祝 騨を除く毎 ‖、 9時から17時 まで.

提 出 場 所 上記 (1)に 同 じど

提 出 方 法 電送 (1■X叉 はメール (soumu nyusatsuGlahaport jp))又は持参

四 答 方 法
朔
`薪

港管理組合ホエムページ (httpざ /片濾hapoィ t,ど p/)及 び上記 (攻 〕拒
おいて、以下の理間、商覧に侯する。

回 答 期 間
阿容 日角ゝう  令牙督6年

'月
20籐  (全)  まで

L羅鶏間の土 旧及び視 口を除く毎 騨、 9時から17時まで。

贄 格 確 認 中 諦 書

本競争の参珈希望者とな、次の書類を期限内に提‖1す ること。
なお、期限までに提出がない場作、本競争に参力日することができない。

提 出 書 類
0-般競争入札参加資格推認申請普 (第 3号1ま式)

②返信用封倍,(入札結果通鋒湾 (34円 切手貼付))

提 出 期 間
自 令稗6年 9嘱 4「  (永 ) 至 令和0午 9月 19‖  (本 )

上記華弱の上 日及び祝 日を余く毎 日、 9時から16時載で。

提 出 場 P)l

那覇市通堂町 2番 玉号 3驚
那覇港管理組合 総務部 稔畜諜 財密衷

電話 09チJ86争全578

提 出 方 法 持参叉は郵送 そ投 書雷もしくは衛易書雷,

提  出 部  数 1 ,イト

3/G



5 入札手続 き等

入  札  報  日 等

人 札  方  法

本業務は、紙人札により実施するど
入

=し

書等は、あらかじめ指定する爾に職避されるように (「配進目指

定郵便1)、 「・般専留」又|ま 「綸易書紹」のいず承′かの方猿 iこ より郵

送すること。持参や蓄通郵使等で毘出された場合、無効とする。

提 出 書 類
①_入札書

O業務費 )ヽl訳書

配 達 指 定 日

( _ア、 |と 日 )
令和6年 9羹 OO日  モ金)

宛 先

〒9000035  期;覇市通堂町 2香 1号

郭覇港菅選組合 総務部 総務課 財務班

電話1番 号 09争868-2578

入 本し書 に 言己載
す  る 金  額

落礼決定にあたつては、人本と帯に記載された金顎ここ当該金和 〉100分 イメ)

10た相当する顎を加算した全顎 (当該金額によ円未満の端教があるとき

は、その端政全額を切り捨てた金額)を れヽつて落札価格とするので、人

札者燃、消費税及び地方消費札ほ係る課税事業者であるか免札事業者で

あるかとf両わず、鬼積 1)つ た契約希望金類の■0分の100に相当する金額
を入札普に記載すること.

入́ 本しに 関
―
す る

注  意  事  項

ア 入
=と

書のくじの数芋 (任意の数学 3桁)黛、同顎くじ抽選が発生し

た場合に彼用するため、必ず証人することの
イ 耀逹指定 日以外の 翔t工届いた入札書及び業務 アヽ1訳書 lよ 、受理 しな

予 ぃ`

ウ 入札書の日付は、開札 悧を記入すること.

業 務 費 内 訳 き
の   提   出

ア 弟k巨1国 の入札に殊と/、 人札帯に記載さ漁′る人本ヒ金額に対応した業務

費ぬ訳書 (様式磨,,l)を 提計|すること。
イ 業務費内訳書には、作成年月日、項涸、員数、半価及び金額を明ら

かたと/、 前号又は峯称量びに住所を記載すること.

夕 業務費 1角訳帯にti、 代表者騨を押騨することG

工 管理者 (こ れらの者の構場者を含む。)とま、提出された業務費内訳

書 tこういて説り〕を求めることがた,る 。

人 札 の 無 勅
本公告 :乙示とンた娩争参難資格のない帝のとンた人本と、資格確認中諦書等に逆偽の記載をと/た

者のしマフた入札及び入札に麗する条件に違反 t_′ た入本と:■ 、無勃とする。

入 札 の 辞 退 等

資格確認申請書の提汁手後、碧;合により入札を辞退する場合は、開|と,騨 時までに入
=し

辞退屋

を発と|‐すること。
また、淋札決定までのF「l]に他の業務を落札 t_フ たことによりに置予定技術者を本業務ここll置

することができなくなつたとfき は、直ちに報告すること。当該報告がなく、本人札の手続き

が惑
=し

炎定まで至ぅた場合、指名停―上措置要領に基づく補峯仁 上を行 うことがるる。

す
‐

の 他

ア 募札供補軒がいない錫今は開札後直ちに再度人札を行 うので、再度人札にもか力用する

場合は、開札時点から立ち会 うことc樹度の靱札時に立ち会わない参力口者は喜度入

札を群送 したものとみなし、再度入本とr、 の参射を認めない。

イ 代運人が入札する場合は、人札を行 多肇に参任承及び淘己寛う騨鑑を持参すること。

ウ 姿任状ここti、 業務名を記 入すること。
工 再度入札参加者又:ま喜度入札参加者の代理入:ま 、当該入札に月

~す
る他の軒度入札参

力‖者の代理をすることはできない。
オ 春度入札は、 1囲のみ とするし

開   本し   口 対 令下日6年 9月 24酵   (火) 1`5:OO ※人札書の 臣付

那覇港管理組合 2階大会議室
＼入札をは、開札に立ち会 うことができる (再Ⅲ入本ととこ参身贈する場舶ま、開札時点から

立ち会うこと)。

開   札   場 所
|

6  開本色
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7 資驀確認資料 (7う提出と競争参加資格の審査

落 札 候 孝荷 者 の 選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開札後、落札者の決定を保留 tソフ、予定価格の範囲内で布勤な最低の価格をもつて入札を

行つた若 (以 下「落札候補者ことと`うど,ん ふヽl山 に競争参力購査櫓の審査を行うど落札候補者

とま、坤〕限までここ資格確認軒ヨ請書等を提出しない場合、競争参加資格がないものとする。
なお、藩札侯補者 |ま上位から順に3者 (上位の者と厠額の帝が複数いる場合tま この眼りで

はない。)を決定こ_´ 資格確認資料を求めるが、適格者が確認できた幹点で、次賑住以降の者
の競争参殊責格の審4は行わないものとする。

通   知   日 令和6年9賞 24胴 (火)17:OO まで (了・店)とこ対象業帝あて通知するぅ

提 出 期 限 令和6年 9月 26解 (木)15:00 まで

提 出 書 類

④配離〒′て技術■の資格等 (様式 1)

② 業洛実績 (様式 2)

⑥ 資希確認中講書 (第 3号様式3の資格確認の各項日に記載と′た必要書類

提  出 部 教 1帝苫

提 出 方 法 原則、持参

提   出   先

〒900-0035  ガh薪言f通士昼子
‐
2香 1ォ′

那覇港管理組合 総務部 総務課 財務班

竜語番 撃̂ 093-868-2573

競 争 参 畑 資 格 の 確 蔀

競争参力瞬査格の確認は、蘭春と後、申請幣等の提出薪眼の磨をもつて空,う ものとし、その結

果は以下の日までに普蔵により通飾する.

令和6年9月 27日 倫)(了′定)

なお、
.蒸

札侯補者について競争参考に資格が確認され′適格帝であることが確認できた錫合

は、落札者決定通知をもつて資格確誌結果の通知に代たるものとする。

溶 札 者 の 決 定 方 法
革後審4の結果、落札候補希が競争参弗藤査格を満たしていると確認した場合は、当該落4と

侯補者を審札者とする。また、での結果は、全入札参力用者に通知する.

競争参砲ll資格がないと認め

られた者がそ lア )′引と由に対 し
て 不 服 が あ る 場 合

競争参力H資格がな予`と認めら章R,た 者|ま 、管理者 :こ対とンて漑争参力H資格がないと認めらオR,た

理.ilに fう いて説明を求めることカミできる。
管理者は説り]を求めとさ孝1メ たときは、苦備を申し立て蒻設の翌日か t,起算して 5日 以内 (体

憚を除く)に説 l→月を求めた者に鶯 t/、 書面により4答すると

提 出 期 限
競争参却資格確認紺素の通熱を行つた目の翌日から起算と/て 5日 以 llヽl

(体 騨を除く)とfす る。

提   出   先 那覇港管理組合 稔務出; 総務諜 財務班

提 出 方 法
書繭 (様式 趣当)を持参することの郵送又は電送 (メ ールや融X)に よ

るものユま受 iす 付 |す ないc

本 人́ 札 に 係

資 料  の 取 扱

る

い

ア 査格確認中議書等の作成及び発基tこ係 費々用は、提出考の負担とする。
イ 契約子1当 者は、撮 IHさ れた資驀確認串詩普等について、競争参力目資格の確認以外に

提出者に無断で使ナll t/な い。

ウ 提出された資幣確認中講書等は、返却 と′ないc

工 提出期「す整ぬに取 り、資櫓確認申講書等の修正、た し替え、追加、再提出を認める。

オ 提出期限を通ざた場合、資格確認申請善等は受 tす 付けない。
力 密格確認申諦書等の受郵後、書類内容を警● とン、書類の記載鵜漁ノや添付齢 ブ等が

あつた場合ユま競争参力口資格無 t.´ となり、落札者となることはできない。
キ 査格確認中議書等に虚偽の記載をした場合、指名停止措世要領に基づく指名停止

をイ予うことがある,
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8 入札保証金及び契約保証金

9 その の

入 札 鰈 証 金

入 と́保証金の金額等 tま 、現企又は管翼帝が確実と認めるなlllll証券等をもつて見積る契約企

額の100分 の5以 れを納各i-0~る ものとする。ただ と_ィ 、次のいずれかt二 該当する場合は、入札保

証金の納付を免除するど
ア 保険会社 との闘に組合を被供 1父者とする入

=と

択証保 1会契約を締結 したとき。
イ 田 (独立行政法人含4,c)又 tミ地方公共団沐とその種類及び規模をほユギ同じくする契

約を締結 した実績を市 t_′ 、これ らの うち糧芸 2箇年の間に壌行嬢眼の季!業 tデ た
'以

上の

契約を全て誠実に履行 した者ど
なお、次の者 tま 入札に関する条件に違反 したものをして、控の入札を無効とする.

(1)韓 Hくまでに入札保証企の納付、君 しくは納付に代わる と祀ア、イのヤ`ずぷ′かに係る

書類の提出のない考

(2)八 4と保証金y)金額等が上記の条件に満たない場合

(3'入
=と

保証全等の納小!等 に係る普数に不鶴があつた場合
註た、 ・衰提出された入札保証金の率デ甘付等の変更はできないものとする。

芽 人札保訛金を免除した落本と者が契約を結ばない場合、換吉賠償金として、入本と金額に
消費税及び地方消費税を加えた額の100分の5を那廟港管ナ干ll熟1合 に納再と/な 手すれ

'ゞ

ならな
と` c

※イ|こ より入札保証金の免除を受ける場合 !な 、様式 「地方公共団体等契約状況確誌」を

携■蟻サ
~る

こ:fじ

提    出   期    限 令和6年 9月 的日 (本)17:00 まで

提 出 先

〒900-00Sあ   粥L翡 市適監町
‐
2掛 1;

那覇港管理糸H合 総務部 総務課 財務班

電話番 号 0988682578

(現 金 納 付 )

人 札 保 証 金
提 出 方 法

ラ
タ 〒入札保証金雛付嘗発行依頼書」を持参すること

※要事前運驀
イ 群 含が美行する縦入通節書により金融機関で保証金を

納付 し、領収壽 〔写)を上記期限表で1こ 提出するこ
レ

チ、札県証保険証券。人

札保証書・地方公共隠
体等契約法況確認資オTI

提 出 方 法
持参叉は郵送 (韓己逆が1確認できる;を p4に て送付するこ

と)

保 険 期 間

保 証 却i問 膨HttL日 みヽ ら2か司と|す る.

有 価 証 券 等
受人日

ウ
すること

H寺 。受人方法等の調整があるので、事前に上記担当謀iで連絡

契 約 保 証 全 免除 (那義港管理組合契約規剪1弟 4条弟 1項弟つ零ヽ,こ よる)

落札決定後、テク l'ス 手により配穀予定技術者の実績に関する連三の事実等が確認さ瀬夕た

場合(契約を結
`ゞ

ないことがある.

なお、病気・ ,ヒ亡 と遺職等の場合でやむを尋ないとして承認さぷ′た場合の外 |ま 、安格確認

申請普等の鉾絆たは講められない。

病気等の特別な即歯によりやむを得ず配熾予定技術精を変 1史 する場件は、 2に発げる基準

を満たし、かつ当初の西こ畳予定技術者 な旧等以 にの者を配置 t/な けれ
`ヾ

ならない。

の

置 予 定 技 術

確

適用な tr

支   払   条

謝
`  

分

金   払

適用あり
＼ガト朝港管理組合契約規受モ第41条の規定層数の範躍内

本業務に係る妻約は、淋札者の決定後、 7脚 以内に締結する.ただし、管理者が特に精手
と/た ときtま この眼りではない。

契 約 締 結 時

を本業務受注精と随意契約する場合、変更協議叉は辮連する業務の帝定価格の算定は、本業
め詰負比率 (当 初妥持顎■当初設計額)を変更業務森E驀 また,ま 関連業務の設計額に乗じた

講 負 代 金 等 の 変

本業務の契約締結後、本業務の業務姿託 を変更協議する場合及び本業務と関連する

イTう 。

者

事

勾

守

参」
蓮

子
Ｔ入

の

入札参雄者は、那覇港管理紳合競争入́札心得、土ホ設計業務等委託契約書及び仕様書を熟

読 し、 こねメを建守することこど
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